
 

 

[別添 3. 援助政策実施過程フローチャート] 
１．外務省「国別援助方針」策定・実施過程（イメージ図） 
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出所：1991 年に外務省経済協力局が作成した 「国別方針策定機能の整備案」を参考とし、調査団が作成。図中の実線部分は記録文書やインタビューにより存在が確認された過程を示し、破線部分は記録文書が発見できず、存在

が明確でない過程を示す。 
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２．JBIC「国別業務実施方針」作成過程（イメージ図） 

 

相手国援助窓口  

大使館、JICA、  

他ドナー  

在外事務所  

JBIC 本部  

 

 

                                                                          （協議）                  （意見具申） 

                                                                                   

 

 

  

 

出所：当時の国別業務実施方針策定に関わった JBIC 職員への聞き取り調査により調査団で作成（2002 年 9 月時点） 
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３．JICA「国別事業実施計画」作成過程（イメージ図） 
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４．有償資金援助事業（プロジェクト借款）形成・実施過程（イメージ図） 

 

                 約１年                         1～２ヶ月                    長い場合は 2 年 
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出所：外務省 「経済協力参加への手引き」および元 JBIC スリ・ランカ事務所スタッフへの聞き取り 



 

 

 

５．無償資金援助事業（一般無償）形成・実施過程 
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出所：国際協力事業団 「国際協力事業団年報２０００」 



 

 

 

６．無償資金事業（草の根無償）形成・実施過程（外務省本省で受け付ける場合） 

 

外務省（東京）  

在外公館  

要請団体（現地）  
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出所：外務省ホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/seisaku_4/shien/flow.html 



 

 

 

７．プロジェクト方式技術協力事業形成・実施過程 
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出所：外務省 「経済協力参加への手引き」； 国際協力事業団 「国際協力事業団年報２０００」 



 

 

 

８．専門家派遣事業形成・実施過程 

 

 

 

 

専門家所属先 

相手国政府 

関係省庁・民間団体等 

国際協力事業団（JICA） 登録・プール 
派遣前研修 

外務省 

在外公館 JICA 在外事務所 

公募（マスコミ） 

専門家派遣 
推薦依頼 

要請 

派遣可否の方針決定 

受け入れ可否につき協議 

専門家派遣の回答通報 

要請から現地到着まで約６ヶ月 

出所：外務省 「経済協力参加への手引き」 



 

 

 

９．青年海外協力隊事業形成・実施過程 
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出所：外務省 「経済協力参加への手引き」； 国際協力事業団 「国際協力事業団年報２０００」 


